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平 成 ２３ 年 度  監 査 計 画  

 

（平成２３年７月１５日決定） 

 

 千葉県監査委員職務執行規程第６条の規定により、平成２３年度監査計画を次の 

とおり定める。 

 

１ 基本方針 

  平成２３年度の監査は、県の行財政運営が公正性、透明性を確保し、最少の経費

で最大の効果を上げているかなど、より一層、県民の視点に立った監査を行うため、

次の方針に基づき実施する。 

（１）事務事業や予算の執行について、合規性、正確性の視点はもとより、経済性、

効率性及び有効性の視点から積極的に検証する。 

（２） 監査の実施に当たっては、外部監査及び行政監査の結果に留意するとともに、

監査対象機関において内部けん制体制が十分機能しているか検証する。 

（３）監査の実効性を確保するため、監査結果に基づく必要な改善措置が適切に  

講じられているか把握、確認する。 

（４）監査結果等の情報を分かりやすく公表する。 

 

２ 実施方針及び実施方法等 

（１）定期監査 

 ア 平成２３年度の財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理並びに 

事務事業（地方自治法第１９９条第２項に規定する事務を含む。）について、   

合規性、正確性、経済性、効率性及び有効性の視点から監査を実施する。 

イ 監査を効果的に実施するため、平成２３年度は、普通会計及び公営企業会計

それぞれ課題となっている次の事項（重点監査事項）に重点を置いて実施する。 

(ア)普通会計 

    ①適正な経理処理の徹底・浸透について 

     ・需用費等の執行について 

需用費について、物品購入の事務処理や物品の管理が適正に行われて

いるか、また、その他の支出科目についても、予算執行が適正に行われ

ているかを確認する。さらに、必要に応じて取引業者等の関係人調査を

実施する。 

     ・内部けん制体制について 

内部けん制体制が十分機能しているか、また、職員にコンプライアン

ス意識が徹底しているかなどについて検証する。 
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②収入未済について 

       行政代執行負担金や各種貸付に係る償還金などの収入未済については、 

    適正な債権管理が講じられているか、また、県税の収入未済については、 

効果的な縮減対策が行われているかを確認する。 

        ③公共事業の執行について 

公共事業の予算執行が適正に行われているか、工事の工程管理を適正に

行うなどにより繰越額の縮減に努めているか、また、予算の繰越をする 

場合の手続は適正に行われているかを確認する。 

（イ）公営企業会計 

①適正な経理処理の徹底・浸透について 

・備消耗品費等の執行について 

備消耗品費等について、物品購入の事務処理や物品の管理が適正に 

行われているか、また、その他の支出科目についても、予算執行が適正

に行われているかを確認する。さらに、必要に応じて取引業者等の関係

人調査を実施する。 

     ・内部けん制体制について 

        内部けん制体制が十分機能しているか、また、職員にコンプライアン

ス意識が徹底しているかなどについて検証する。 

②契約事務について 

工事及び委託事業において、入札や随意契約などの契約事務が法令等の

趣旨に沿い適正に執行されているかを確認する。 

③工事の執行について 

工事の予算執行が適正に行われているか、工程管理を適正に行うなどに

より繰越額の縮減に努めているか、また、予算の繰越をする場合の手続は

適正に行われているかを確認する。 

  ウ 監査対象機関は、平成２３年４月１日現在の４８２機関とし、実地監査又は

書面監査の区分は、表１のとおりとする。 

エ 監査の実施に際し、事前に事務局職員による職員調査を実施する。 
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表１ 定期監査の対象機関数及び監査方法 

区 分 
監査対象 
機 関 数 

監 査 計 画 機 関 数 

実地監査 書面監査 計 

普

通

会

計 

本  庁 １００ １００ ― １００ 

出先機関 ３４０ １５３ １８７ ３４０ 

計 ４４０ ２５３ １８７ ４４０ 

公
営
企
業
会
計 

本  庁 １６ １６ ― １６ 

出先機関 ２６ １９ ７ ２６ 

計 ４２ ３５ ７ ４２ 

合 

 

計 

本  庁 １１６ １１６ ― １１６ 

出先機関 ３６６ １７２ １９４ ３６６ 

計 ４８２ ２８８ １９４ ４８２ 

（注１）本庁各課（局･室）の監査は、委員全員により実施する。 

（注２）出先機関の実地監査は、原則委員２名により実施する。 

（注３）書面監査は、委員全員により実施する。 

 

（２）随時監査 

ア 出先機関について、物品購入等の事務処理や管理が適正に行われているか、

内部けん制体制が十分機能しているか、また、職員にコンプライアンス意識が

徹底しているかを主眼として、実地により随時監査を実施する。 

イ 監査対象機関は、平成２３年度に書面監査による定期監査を予定している 

機関（１９４機関）のうち、平成２１年度会計監査以降実地による監査が   

行われていない４３機関とし、表２のとおりとする。 

ウ 監査の実施に際し、事前に事務局職員による職員調査を実施する。 

また、必要に応じて取引業者等の関係人調査を実施する。 

 

表２ 実地監査計画 

  
監査対象 
機関数 

実地監査計画機関数 

定期監査 随時監査 計 

普 通 会 計 ４４０ ２５３ ４３ ２９６ 

公営企業会計 ４２ ３５ ０ ３５ 

計 ４８２ ２８８ ４３ ３３１ 
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（３）行政監査 

  ア 県の事務事業の執行について、合規性、正確性の観点はもとより、経済性、 

   効率性、有効性の視点から監査を実施し、事務事業の改善に資するよう意見や 

   提案を積極的に述べる。 

  イ 監査テーマ及び実施方法等 

  （ア）監査テーマ 

     「試験研究機関における高額機器の導入及び活用状況等について」 

  （イ）監査の目的 

     試験研究機関の備品は高額なものが多いことから、その購入方法、管理方 

法、利用状況や機器の更新計画等について調査し、有効に活用されているか、

管理が適切に行われているか、今後の機器購入（更新）計画は妥当かなどに

ついて検証するとともに、併せて、試験研究機関における研究活動が効果

的・効率的に行われているかなどについて監査する。 

  （ウ）監査対象機関 

     衛生研究所、環境研究センター、産業支援技術研究所、農業総合研究セン

ター、畜産総合研究センター、水産総合研究センター、がんセンター 

  （エ）監査の方法 

     職員調査を実施した後、書面監査を実施する。 

  ウ イに定めるもののほか、監査委員が必要と認めるときは行政監査を実施する。 

 

（４）財政的援助団体等監査 

  ア 平成２２年度の財政的援助団体等の出納その他の事務で財政的援助等に 

係るものの執行が適切かつ効率的に行われているか、その財政的援助等による

所期の目的が達成されているか、財政的援助団体等に対する所管部局の指導 

監督が適切に行われているかを主眼として実施する。 

    出資法人については、消耗品費等による物品購入の事務処理や物品の管理が

適正に行われているか、その他の支出科目についても予算執行が適正に行われ

ているかを確認するとともに、必要に応じて取引業者等の関係人調査を実施 

する。また、県等からの受託の状況を把握し、それに基づく再委託契約が適正

であるか確認する。 

イ 監査対象団体は、次のとおりとする。 

① 県の出資率が２５％以上かつ事業規模１千万円以上の出資法人 

② 県の補助金が３億円以上の私立高等学校 

③ 県の補助金が５千万円以上の団体（市町村及び出資法人を除く。） 

④ 県の委託料が５千万円以上の指定管理者（市町村及び出資法人を除く。） 

なお、監査対象団体数及び監査方法は、表３のとおりとする。 

ウ 監査の実施に際し、事前に事務局職員による職員調査を実施する。 
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表３ 財政的援助団体等監査の監査対象団体数及び監査方法 

区   分 
監査対象 
団 体 数 

監 査 方 法 
実地監査 書面監査 計 

出資法人  ３６ １８ ６ ２４ 

私立高等学校 ２２  ２ ６ 
 

 ８ 
 

その他の援助
（補助）団体 

１５  ４ ０  ４ 

指定管理者 １４  ４ ０  ４ 

計 ８７ ２８ １２ ４０ 

（注）実地監査は原則委員２名により実施し、書面監査は委員全員により実施する。 

 

（５）例月出納検査 

         ア 各会計の毎月の現金の出納について、計数が正確なものとなっているか、 

現金及び預金の出納業務が適正に行われているかを主眼として検査を実施 

する。 

イ 検査対象は、会計管理者所管の一般会計、１９特別会計及び３７基金並びに

公営企業管理者所管の４特別会計及び１基金とする。 

  ウ 検査は毎月実施するものとし、事前に事務局職員による職員調査を実施する。 

エ 検査は、監査委員全員による実地検査を年１回（１２月）及び書面検査を   

年３回（６月、９月、２月）実施し、他の月は常勤の監査委員による書面検査

とする。 

 

（６）決算審査 

ア 普通会計 

平成２３年度決算について、決算書その他の関係諸表により計数を確認する

とともに、予算が合理的かつ効率的に執行されているかなどのほか、会計全般

の決算状況等について審査を実施する。 

イ 公営企業会計 

平成２３年度決算について、決算書その他の関係諸表により計数を確認する

とともに、経営成績及び財務状況を適正に表示しているか、経営活動が経済性、

公共性を発揮しているかなどのほか、会計全般の決算状況等について審査を 

実施する。 

ウ 対象会計は、例月出納検査と同様とし、本庁の定期監査と同時期に併せて 

実施する。 

エ 審査は実地により行い、事前に事務局職員による職員調査を行う。 
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（７）基金運用状況審査 

ア 平成２３年度における基金の運用状況について、決算書その他の関係諸表に

より計数を確認するとともに、基金の運用が設置目的に沿って適正に行われて

いるかを主眼として審査を実施する。 

イ 対象基金は、土地開発基金及び美術品等取得基金とし、本庁の定期監査と 

同時期に併せて実施する。 

ウ 審査は実地により行い、事前に事務局職員による職員調査を行う。 

 

（８）健全化判断比率等審査 
ア 平成２３年度決算に係る健全化判断比率及び資金不足比率が適正に算定 

されているかを主眼として審査を実施する。 
イ 対象会計は、決算審査と同様とし、決算審査の終了後実施する。 
ウ 審査は実地により行い、事前に事務局職員による職員調査を行う。 
 

（９）その他の監査等 

   住民からの請求、議会・長からの要求に基づく監査等については、その都度、

実施方法等を定めて実施する。 

 

３ 監査結果のフォローアップ 

（１）監査結果に基づく改善措置が適切になされているか把握、確認するとともに、

講じた措置については速やかな報告を求める。 

 

（２）監査結果やそれに基づき講じられた措置の内容について、全執行機関等に  

おける情報の共有化を図る。 
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４ 監査等の実施時期及び報告・公表時期 

監査等の種別 実 施 時 期 報告･公表時期 

定期監査 

本

庁 

普通会計 平成 24 年 8 月 
平成 24 年 9 月 

公営企業会計 平成 24 年 7 月 

出先機関 
平成 23 年 10 月～平成 24 年 
7 月 

平成 23 年 12 月、 
平成 24 年 2 月･6 月･9 月 

随時監査 平成 23 年 12 月 平成 24 年 2 月 

財政的援助団体等監査 
平成 23 年 10 月～平成 24 年 
3 月 

平成 23 年 12 月、 
平成 24 年 2 月・6 月 

決算審査 
普通会計 平成 24 年 8 月 

平成 24 年 9 月 
公営企業会計 平成 24 年 7 月 

基金運用状況審査 平成 24 年 8 月 平成 24 年 9 月 

健全化判断比率等審査 平成 24 年 8 月 平成 24 年 9 月 

例月出納検査 

毎月 25 日とし、当該日以外に 
実施する必要がある場合は、 

月間の監査計画で定める日 

平成 23 年 12 月、 
平成 24 年 2 月・6 月・9 月 

（注１）報告は、県議会、知事及び関係委員会等に提出する。 

（注２）決算審査結果は、知事に提出し、知事が決算とともに県議会に提出する。 

 

５ 監査結果等の公表 

監査結果及び講じた措置等について、県報登載により公表するとともに、監査 

委員事務局のホームページ等を活用して、県民に積極的に、かつ、わかりやすく   

情報提供を行う。 

 

６ 外部監査への対応 

  外部監査人の監査の実施に支障を来さないよう配慮するとともに、外部監査人の 

求めに応じ協力する。また、監査結果及び講じた措置の公表を行う。 

 

７ 監査日程等 

監査の具体的な日程、担当する委員等については、月間の監査等計画で定める。 


